
国土交通省・総務省・文部科学省・厚生労働省
農林水産省・経済産業省・環境省・防衛省

-ベストプラクティスの水平展開に向けて-

第７回
インフラメンテナンス大賞

①ｂ評価（構造物）

水色：完成図のサーフェースモデル

③ｂ評価（構造物）

水色：完成図のサーフェースモデル

水路高（完成図）

水路高（完成図）

天端高（完成図）

天端高（完成図）



  日本国内のインフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰し、ベストプラクティス
として広く紹介することにより、我が国のインフラメンテナンスに関わる事業者、団体、研究者
等の取組を促進し、メンテナンス産業の活性化を図るとともに、インフラメンテナンスの理念の
普及を図ることを目的に実施するものです。

インフラメンテナンス大賞の目的

ア．メンテナンス実施現場における工夫部門
施設管理者が管理するインフラについて、当該施設管理者自ら又は委任、委託等を受けた企業、
団体等が行うメンテナンス活動における工夫（ウに該当するものを除く）

イ．メンテナンスを支える活動部門

アの取組以外で、市民活動や人材育成等のインフラ機能の維持に貢献するために行う活動
（ウに該当するものを除く）

ウ．技術開発部門

インフラメンテナンスを効果的・効率的に改善する研究・技術開発

応募部門について

１．内閣総理大臣賞

２．大臣賞

  総務大臣賞、文部科学大臣賞、厚生労働大臣賞、農林水産大臣賞、経済産業大臣賞、
国土交通大臣賞、環境大臣賞、防衛大臣賞、

情報通信技術の優れた活用に関する総務大臣賞

３．特別賞

４．優秀賞

表彰の種類について

募集期間：令和５年４月2５日～6月３０日

応募件数：３１７件

受賞者数：４４件

審査・選出方法：有識者による選考委員会による審査を経て受賞者を選出

（委員長：家田 仁 政策研究大学院大学特別教授、インフラメンテナンス国民会議副会長）

第７回の応募状況について

・社会資本整備審議会･交通政策審議会技術分科会技術部会 提言（平成27年2月）

・日本再興戦略改訂2015-未来への投資・生産性革命-（平成27年6月30日閣議決定）

・日本再興戦略2016-第４次産業革命に向けて-（平成28年6月2日閣議決定）

・政務官勉強会 提言（平成28年7月29日）

創設の位置づけ

第７回 インフラメンテナンス大賞  について



第７回 インフラメンテナンス大賞  受賞案件

表彰の
種類

省 部門
※

分野
応募者

（代表企業・団体名）
応募案件名

掲載
ページ

内閣総理
大臣賞

- - ガス 大阪ガスネットワーク株式会社 レーザー分光式検知器と専用ナビの活用による漏えい検査の効率化 1

情報通信技術の
優れた活用に関
する総務大臣賞

総務省 ウ
港湾・
海岸

五洋建設株式会社 3D画像処理およびAIを活用した港湾構造物の維持管理トータルシステム 2

厚生労働
大臣賞

厚生労働省 ウ 水道 株式会社天地人 衛星データを活用した漏水リスク評価管理業務システム 3

農林水産
大臣賞

農林水産省

ア
農業
農村

立梅用水土地改良区
２００年守り抜いた農業用水にスマート技術をオンしさらなる未来に
継承する

4

イ
農業
農村

山口県土地改良事業団体連合会 「やまぐちの農業農村」に関するインフラ総合管理データベースの構築 5

ウ
水産
基盤等

株式会社 西村組・
北海道水産林務部水産局水産振興課

特殊バケット及びＩＣＴを活用した魚礁ブロックの移設方法 6

経済産業
大臣賞

経済産業省 ウ 電力 四国電力株式会社 火力本部 火力部 ボイラチューブパウダースケールの分析・除去・抑制技術の確立 7

環境大臣賞 環境省 イ
自然
公園等

鳥取県西部総合事務所環境建築局 大山キャリーダウン・キャリーアップ運動 8

防衛大臣賞 防衛省 ウ
自衛隊
施設

日之出水道機器株式会社 FOD事故を防止するダクタイル鋳鉄製グレーチング GR-U 9

国土交通
大臣賞

国土交通省

ア 下水道 宮城県 企業局 宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）の導入 10

イ 空港 青森県 青森空港管理事務所 豪雪空港から発信する空港除雪広報活動 11

ウ 道路 理化学研究所 中性子によるコンクリート塩分濃度非破壊検査の技術開発 12

特別賞

総務省 ア
情報通信
関係施設

KDDI株式会社 Satellite Mobile Linkによる建設現場の効率性・快適性の向上 13

文部科学省 ア
文教
施設等

国立大学法人東北大学施設部 老朽化した大学施設のNearlyZEB長寿命化改修による再生整備 14

厚生労働省 イ 水道 アイセイ株式会社
インフラマネジメントテクノロジーコンテスト
（略称：インフラテクコン）

15

農林水産省 ウ
農業
農村

株式会社酉島製作所 TR-COM回転機械モニタリングシステムを用いた農業用ポンプ等の監視 16

経済産業省 イ 電力 有限会社イー・ウィンド 地域に根差した風力発電設備メンテナンス 17

環境省 ウ
自然
公園等

アジア航測株式会社 立山室堂地区・登山道維持管理における火山ガス保安システムの開発 18

国土交通省 ア
河川・ダム・
砂防・海岸

国土交通省近畿地方整備局
大規模土砂災害対策技術センター

砂防設備の維持管理における高度化に向けた取組み 19

優秀賞

農林水産省

ア
農業
農村

豊橋開拓土地改良区 水管理システム導入による維持管理の省力化と組合員との情報共有 20

イ 林野 秋田県鹿角市 小豆沢自治会 森林資源の循環利用を見据えた地域で支える林道メンテナンス 21

イ
農業
農村

静岡県土地改良事業団体連合会
県・市町・改良区と共有可能でカスタマイズもできるGISシステムを
活用した施設管理

22

ウ
農業
農村

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
農村工学研究部門

地下水位の潮汐応答分析による地下ダム止水機能監視技術の開発 23

経済産業省 ア 電力 中部電力パワーグリッド株式会社 変電機器に対する状態監視保全システムを活用した保全の効率化 24

国土交通省

ア 道路 株式会社オリエンタルコンサルタンツ
基礎自治体向けのECI方式（田原本町仕様）に関する橋
梁包括的発注の制度構築

25

ア 道路 山口県土木建築部 ～AIで橋梁点検を高度化・効率化～山口県の市町も含めた取組み 26

ア
河川・ダム・
砂防・海岸

国土交通省関東地方整備局
荒川下流河川事務所小名木川出張所

デジタル技術等を活用した新たな河川の維持管理への挑戦 27

ア
河川・ダム・
砂防・海岸

中央開発株式会社
遊漁用魚群探知機を用いた3Dマッピング技術の
ダム堆砂状況調査への適用

28

ア
河川・ダム・
砂防・海岸

株式会社建設技術研究所 LTE通信を活用したVTOL型ドローンによる砂防施設点検の効率化 29

ア 下水道 横浜市環境創造局
管清掃とあわせて撮影可能なノズルカメラによる下水道管きょの
効率的なスクリーニング調査

30

ア 鉄道 西日本旅客鉄道株式会社 選択性除草の取組み 31

イ 道路 一般社団法人橋梁延命化シナリオ研究会
橋梁のメンテナンスに関する教育ソフト「橋の匠」の開発と運用、
および普及活動

32

イ
河川・ダム・
砂防・海岸

特定非営利活動法人
会津阿賀川流域ネットワーク

阿賀川の住民参加型除草作業に関する取り組み 33

イ 公園
国土交通省 近畿地方整備局
国営飛鳥歴史公園事務所

市民との協働による歴史的風土の保存と活用 34

イ
官公庁
施設

高砂熱学工業株式会社名古屋支店 庁舎の空調設備改修工事における施工BIMの取組み 35

ウ 道路 株式会社構研エンジニアリング
ＭＥＭＳエナジハーベスタを用いた附属物点検デバイス
「フリークエンター」

36

ウ 道路 ニチレキ株式会社
簡易車載カメラによる道路巡視と舗装点検の一体化の取組み
～GLOCAL-EYEZ～

37

ウ 道路 国立大学法人東京大学
マルチスケール統合解析による道路橋RC床版の疲労進展予測と
維持管理への応用展開

38

ウ
河川・ダム・
砂防・海岸

パシフィックコンサルタンツ株式会社
九州三次元河川管内図の仮想空間で実施した堤防等河川管理施設の
点検・評価の試行

39

ウ
港湾・
海岸

株式会社不動テトラ
ICT技術を活用した消波工メンテナンスの設計・施工手法の確立に向けた
取り組み

40

ウ 鉄道 西日本旅客鉄道株式会社 マルチフルスクリーンホームドアの開発におけるメンテナンス性の検討 41

ウ 鉄道 東日本旅客鉄道株式会社 鉄道信号システム故障時のAIによる復旧支援システム 42

ウ 鉄道 南海電気鉄道株式会社
洗掘による被害軽減を目指した橋梁異状検知システムの開発と
要注意橋脚への導入について

43

ウ 鉄道 東日本旅客鉄道株式会社 メンテナンスフリーと施工の効率化を目的とした補修工法の開発と導入 44

※凡例 ア メンテナンス実施現場における工夫部門 イ メンテナンスを支える活動部門 ウ 技術開発部門





















































































第７回インフラメンテナンス大賞

優秀賞

国土交通省技術開発部門

鉄道信号システムの故障時に知得した状況や、係員による

調査結果について、時系列で報告書を作成していくと、AIが

過去の故障対応記録から類似事象を自動的に抽出し、原因の

推測と対策を提案することで、復旧支援を行うシステムを開

発し運用を開始した。

復旧作業中に報告書を作成するという従来から行っていた

業務を実施するだけで、AIが自動的に「過去の類似事象の抽

出」、「原因の推定」、「対策の提案」を行う仕組みとした

ことで、メンテナンス業務において経験豊富なベテラン社員

からアドバイスを受ける流れと同じように直感的に業務に浸

透させることができた点が最も優れている。

受賞者

コメント

団体概要

問い合わせ先

東日本旅客鉄道株式会社

郡司寿樹/高野友佑/津田充昭/池亀純也/中村大介

株式会社日立製作所

木下琢磨/細包愛子
復旧作業に携わる社員等の負荷の減少になるほか、将来は

効率的な事前予防の計画支援にも使用できる可能性があり、

復旧情報の蓄積とその活用をはかる発展性のあるシステムで

あること、復旧に関するノウハウの継承に役立つことが評価

された。

４２

鉄道信号システム故障時のAIによる
復旧支援システム

鉄道分野

開発をはじめた4年前は、文章を理解し回答を返す
分野にAIを活用して取り組む事例が少なかったため、
手探りで工夫を繰り返し、苦労して実用化しました。

昨今のAI技術の飛躍的進化を受けて本システムがイン
フラメンテナンスへの応用が期待され、栄誉あるイン
フラメンテナンス大賞優秀賞を賜ることが出来ました。
引き続き、先駆者として更なる業務の変革を提案し、

推進してまいります。

東日本旅客鉄道株式会社
電気システムインテグレーションオフィス
技術管理部 信号技術管理センター 郡司寿樹
070-3154-0893 toshi-gunji@jreast.co.jp

【東日本旅客鉄道株式会社】
鉄道を中心とした社会インフラを提供する会社です。

鉄道信号設備のメンテナンスにおいて、設備をモニタ
リングしたデータや、業務の対応記録などの情報を集
め、これらを活用してメンテナンス業務を変革するこ
とに果敢にチャレンジしています。
【日立製作所】
デジタル技術とお客様との協創による社会イノベー

ション事業を通じ、社会課題の解決を実現しています。

信通指令故障情報
データベース
システム

信通指令

故障アラーム
（定常状態監視装置ほか）

現場設備

・2005年度以降の
事故概況、処置など

設備管理システム

・設備諸元
・図面類
・検査データ
・マニュアル類 など

統制作業システム

・直近の作業予定など

時系列データ
〇〇駅構内△△T 不正落下

10:50 システム監視にて「不正落下」
監視盤に「軌道回路故障」表示
10:55 信通社員の出動指示
11:00 MCに連絡し現場の介在物を確認
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

AI指令長

学習入力

指令員が作成する「時
系列データ」を入力
データとして自動で読
み込み、提案を開始

過去17年分の軌道回路
故障をレアケースも含
めて学習済み

信通指令で使用するシステムなど

従来と変わらない
設備故障発生時の対応

AI指令長の提案（イメージ）

〇類似事例

・入力（時系列データ）と類似性の高い
100件を表示

・キーワードは黄色字で見落とし防止

〇設備故障の原因と処置内容

設備故障の原因 処置内容

△△

〇〇

◇◇

××

◇◇

〇〇

△△

▽▽

・類似性の高い100件から推奨度の高い
原因や処置を表示

・調査中は表示しない

新しい故障も定期的
に学習



第７回インフラメンテナンス大賞

優秀賞

国土交通省技術開発部門

2017年10月に発生した台風と停滞前線による長雨によ

り、当社橋梁のうち１橋脚が洗掘により沈下、傾斜し、その

直後に列車が通過するといった事象が発生したことを受け、

橋脚に異常が発生した場合でも列車の安全を確保する仕組み

について検討を進めることとなった。具体的には、橋脚に変

状が生じた際に列車の進入を抑止する仕組みとして傾斜感知

器を開発するとともに、異常発生後に現場の状況を早期に確

認できるカメラを組み合わせることで多段階に渡る検知が可

能なシステムを構築し、2023年5月時点で4橋梁58橋脚に

対して本システムを導入した。

橋脚に洗掘が生じた際の検知手法として、従来では加速度

計が内蔵された傾斜計などが使用されることが多かったが、

解析時間と通信時間の関係で、検知から発報までのタイムラ

グがあるのが一般的であった。今回開発したシステムは、傾

斜感知器という接点信号式の機器を用いることで、沈下や傾

斜などの異常を検知すると即座に現場付近の特殊信号発光機

および指令所に情報が伝送されるため、異常発生から情報伝

達までの時間を大幅に短縮することができ、安全性が格段に

向上したものと考えている。

受賞者

コメント

団体概要

問い合わせ先

南海電気鉄道株式会社（右） 窪田・福本・塩見・太田・有馬

株式会社シーエス・インスペクター（右） 佐藤

株式会社カネコ（左） 西川

傾斜感知器を用いたタイムラグのない異常検知システムで

あり、迅速な通知が行える点が安全性の向上に貢献し、簡易

な工夫で確実に事故防止ができること、実用化に結び付けて

おり、経済性も図れて、他鉄道事業者への展開もできること

が評価された。

４３

洗掘による被害軽減を目指した橋梁異状検知
システムの開発と要注意橋脚への導入について

鉄道分野

当社では、新技術の導入及び構造物の適切な維持管
理に努め、近年激甚化する自然災害への対策等、安
全・安定輸送を阻害するリスクの低減・解消に取り組
んでおり、その一つが今回「優秀賞」という形で評価
いただけたことを大変光栄に存じます。
本システムは、豪雨災害に対して河川橋梁の安全性

を向上させるソフト対策として開発し、実橋梁に導入
を進めてきました。今後も列車運行の更なる安全性向
上を目指して取り組んでまいります。

南海電気鉄道株式会社
公共交通グループ 鉄道事業本部 施設部（工務）

Tel 06-6644-7175

●南海電気鉄道株式会社
難波から和歌山を結ぶ南海本線と、高野山を結ぶ高野線の2

本を基幹路線とし、関西国際空港へのアクセスである空港線

等を含め、総営業キロ程154.8kmを有する鉄道事業者です。

●株式会社シーエス・インスペクター
南海電鉄のグループ会社として、土木構造物の調査/点検/

診断業務と発注者支援業務に取り組んでいます。

●株式会社カネコ
「安全で、早い、かつ、乗り心地のよい線路」づくりに貢

献することをモットーに、鉄道の建設・保守に関する計測

機器の開発・製造・販売および設置をしています。

橋梁異状検知システム全体のイメージ 傾斜感知器の実橋梁への設置状況



第７回インフラメンテナンス大賞

優秀賞

鉄道分野

国土交通省技術開発部門

沿岸部などに位置するRC造の地下構造物には海水由来の

塩分が持続的に供給され、常に鉄筋腐食に伴うコンクリート

片の剥落など列車の安全な運行に支障を及ぼすリスクが存在

する。さらに鉄筋腐食の対策が講じられない場合、躯体の耐

力低下が進み、力学的性能が損なわれる事態に陥る。

その一方で、営業線内で補修工事を施す場合、短い施工時

間や狭い空間という制約条件下で長期耐久性の期待できる工

法と材料が求められる。

そのため躯体表面からの塩分などの浸透を抑制し、かつ従

来工法の2～3倍の施工量を実現する吹付け工法を開発した。

繊維入りポリマーセメントモルタルにカルシウムアルミ

ネート系混和材（塩分固定材・急硬材）や液体可塑剤を配合

する材料開発と2材ショット方式の吹付設備を活用すること

により、従来工法と比較して工事コストを30％低減すること

が可能となった。以下に本工法の性能試験結果を示す。

➀吹付け速度0.7ｍ3/時の性能を確保

②吹付け厚さ（上・横向きとも）120㎜まで性能向上

③付着強度（材齢1時間、上向き吹付け）0.5N/㎜2発現

④塩分浸透抵抗性の向上（塩化物イオンの見掛けの拡散

係数 0.36㎝2/年）

受賞者

コメント

団体概要

問い合わせ先

東日本旅客鉄道株式会社

（上段左から）小瀬喜巳/小林祐介/渡邊壮/染谷智紘

デンカ株式会社

（下段左から）服部知尋/水野博貴/齋藤誠
鉄道トンネルだけでなく、鉄道構造物全般への適用拡大や、

道路構造物へも水平展開が期待できること、繊維入りポリ

マーセメントモルタルにカルシウムアルミネート系混和材

（塩分固定材・急硬材）や液体可塑剤を配合する材料を開発

し、従来工法と比較した工事コストの低減を可能にしたこと

が評価された。

４４

メンテナンスフリーと施工の効率化を目的とした
補修工法の開発と導入

この度は、優秀賞という大変名誉ある賞を頂き光栄
に存じます。また、これまで本工法の開発と現場導入
に向けた取り組みに対して、ご理解、ご協力を賜りま
した全ての皆さまに深くお礼申し上げます。
今後、鉄道営業線内に留まらず、橋りょうやトンネ

ルなどインフラ構造物全般への適用を視野に入れ、本
工法の水平展開を進めていきます。

東日本旅客鉄道株式会社 首都圏本部
東京土木設備技術センター
担当：小瀬喜巳 03-3257-1693（代表）

東日本旅客鉄道株式会社は、安全安定輸送の確保は
もちろんのこと、メンテナンス部門の課題として業務
革新の推進と生産性向上を掲げています。
今回、デンカ株式会社と連携して老朽化する鉄道イ

ンフラの長寿命化とインフラメンテナンスの効率化を
実現するため、高性能断面修復工法の開発と実用化に
取り組みました。

吹付け設備（2材ショット方式）の構成

付着試験状況
試験施工後（左：上段、右：下段）

生産性

耐久性 効率性

圧送性
最大80m圧送可能

リバウンド
材料ロスが2%以下

塩分(水分)浸透抵抗性
塩化物イオン拡散
係数0.36cm2/年

付着強度
材齢1時間で0.5 N/㎜2

吹付け速度
0.7 m3/時の吐出量

吹付け厚さ
壁面で最大120㎜

本工法の性能
（各種試験結果より）

バケット

ポンプ

液体可塑剤

コンプレッサ

モルタル圧送ホース

粉体

ミキサー

吹付けノズル

添加機

水
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